
 
 

 
 
 

宇都宮市保健所保健予防課 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第５８条の３の規定による補

助の申請等については，「宇都宮市補助金等交付規則」（以下「規則」という。）及び「結核

予防費補助金交付要領」に基づいて次のとおり手続きを行う。 

結核予防費補助金の流れ（フロー図） 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

交付申請・・・１ページ 

（規則第 3 条） 

健康診断の実施 

変更申請…３ページ 

（規則第3条第4項） 

（変更交付決定通知） 

実績報告・・・５ページ 

（規則第 12 条） 

（補助金確定通知） 

補助金請求・・・７ページ 

（規則第 15 条第 3 項） 

補助事業（健康診断）の実施前に申請が

必要。 

この申請は、当初の事業計画であるか

ら，受診率は１００％で計上する必要が

ある。 

①補助申請額の変更がない場合又は軽微な変更（※）に

該当する場合 
⇒「結核予防費補助事業実績報告書」を提出する。 

※ 軽微な変更（健診を実施した結果，必要な補助金額

が，当初の申請額に対して１０％以下又は１万円以下

の減額となるもの） 
②上記①以外に該当する場合 

「補助事業等変更申請書」を提出する。 

① ② 

（交付決定通知） 

 
（補助金支払い） 



１ 

１ 補助金等交付申請 
 

○ 資料の作成  

 
≪作成資料≫ 

 
（１） 事業計画書（様式第９号）：記入例１２ページ参照 

実施義務者別に以下のとおり記入する。 
○ 受診（対象）人員：学校や施設全体で健診を受診する人員数を記入すること。 
○ 受診（予定）人員：＝受診（対象）人員とすること。 
○ 受診率：１００％とすること。 
○ 直接撮影又は間接撮影：＝各撮影の合計数が受診（対象）人員となること。 
  ※デジタル撮影の場合は，直接撮影の欄に記入すること。 
○ 実施（予定）期間：様式第１号の「補助事業等の着手年月日及び完了年月日（予 

定）」と一致すること。 
○ ※欄：健診実施機関（健診委託先の事業団体，医療機関等）名を記入し，実施

機関が２ヶ所以上にわたる場合は，適宜横線により区分し，実施機関別

に記入する。 

※ それぞれの欄において，補助金対象者である「新入生」又は「６５歳以上の

者」の数を太枠内に記入すること。 
※ 合計（(1)＋(2)+(3)+(4)）の受診（予定）人員は，別記様式第１２号の実施 

（予定）人員と一致すること。 

 
（２） 支出予定金額内訳書（様式第１２号）：記入例２７ページ参照 

① 二重線より下３行 

○ 実施（予定）人員は，様式第９号の合計（(1)＋(2)+(3)+(4)）欄の受診（予定 

）人員と一致すること。 

○ 算定基準による算定額：実施（予定）人員に補助単価を乗じて得た額を 

記入し，様式第１１号の（Ｄ）欄と一致すること。 

② 二重線より上の欄・・・様式第１１号の（Ａ）欄と一致すること。 

○ 結核予防費の健康診断に要する経費のうち，補助対象となるすべての経費を科 

目別に記入する。（通常は，「委託料」のみ。） 

 
（３） 補助金所要額明細書（様式第１１号）：記入例２２ページ参照 

○ （Ａ）欄：様式第１２号の科目別の支出予定金額の合計と一致すること。 
○ （Ｂ）欄：寄付金その他の収入の額を記入すること。 
○ （Ｃ）欄：（Ａ）－（Ｂ） 

（１）事業計画書（様式第９号） 
（２）支出予定金額内訳書（様式第１２号） 
（３）補助金所要額明細書（様式第１１号） 
（４）収支予算書（様式第１０号） 
（５）補助金等交付申請書（様式第１号） 
（６）受診（予定）者の入学年月日が分かる書類（一覧表等） 



２ 

○ （Ｄ）欄：様式第１２号の算定基準による算定額と一致すること。 
○ （Ｅ）欄：（Ｃ）と（Ｄ）のいずれか少ない額を記入すること。 
○ （Ｆ）欄：（Ｅ）に３分の２を乗じて得た額（１円未満は，切り捨て。） 
○ （Ｇ）～（Ｉ）欄：斜線を引く。 

 
（４） 収支予算書（様式第１０号）：記入例１７ページ参照 

① 収入欄：合計欄は，支出額の合計額と一致すること。 
○ 市補助金欄（予算額）：様式第１１号の（Ｆ）欄の額と一致すること。 
※ 前年度予算額は，前年度の交付申請（変更申請した場合は，変更申請）時の 
 額を記入すること 

○ 学校負担金額：支出額の合計額から市補助金額を除して得た額を記入すること。 
○ 比較増減欄：本年度予算額から前年度予算額を差し引いた額を入力すること。 
※ 差額がマイナスの場合は，「△」で表記すること。 

 
② 支出欄：合計欄は，収入額の合計額と一致すること。 

○ 予算額：様式第１２号の科目別経費を転記すること。 
※ 前年度予算額は，前年度の交付申請（変更申請した場合は，変更申請）時の 
 額を記入すること 

○ 比較増減欄：本年度予算額から前年度予算額を差し引いた額を入力すること。 
※ 差額がマイナスの場合は，「△」で表記すること。 

 
  ③ 日 付：様式第１号と一致すること。 
 
（５） 補助金等交付申請書（様式第１号）：記入例９ページ参照 

○ 日付は，様式第１０号と一致し，補助事業等の着手日以前とすること。 
○ 補助金額欄：様式第１１号の（Ｆ）欄の額を転記すること。 
○ 着手及び完了欄：健診の実施日（開始予定日から終了予定日）を記入すること。 
○ 申請日は，着手日以前とすること。 
○ 法人の場合，必ず法人名を記入し，申請者は，「理事長○○」とすること。 
○ その場合，所在地は法人のある住所を記入すること。 

 
≪振込口座情報≫ 

○ 支払金融機関名：金融機関名を支店名まで記入すること。 
○ 預金口座名義：申請者名義の口座 
※ 申請者名義以外の口座に振り込みを希望する場合，別途「委任状」を要する。 

○ 電話番号：市からの照会先の電話番号を記入すること。 
 
（６） 受診（予定）者の入学年月日の分かる資料 

○ 補助対象となる受診（予定）者の入学年月日が分かる資料（一覧表等）を各学 

校・施設で用意すること。 
 
 
 
 
 
 



３ 

２ 補助事業等変更・中止・廃止申請 

補助金交付申請後，健康診断を実施した結果，受診者数の大幅な減員などにより１０％

又は１万円を超える補助金申請額の減少が生じる場合又は実施方法の変更（間接撮影⇒

直接撮影）などにより補助金申請額の増加が生じる場合，「補助事業等変更申請書」を提

出する。 
 ※ 補助金申請額の１０％以下又は１万円以下の減少については，変更申請を行う必要

はありません。５ページ「３ 実績報告」により，必要書類を作成してください。 
 
  また，交付決定された内容に基づいた事業を再開することを前提に中断する場合は， 

「補助事業等中止申請」を，交付決定された内容に基づいた事業を中断し，今年中は事 
業を実施しない場合は，「補助事業等廃止申請書」を提出する。 
 

○ 資料の作成  
 

≪作成資料≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）事業計画書（様式第９号）：記入例１３ページ参照 

上述の「１ 補助金等交付申請」に準じて作成すること。 
○ 受診（予定）人員：実際に受診した人員を記入すること。 
○ 受診率：受診（予定）人員／受診（対象）人員 
○ 直接撮影又は間接撮影：＝各撮影の合計数が受診（対象）人員となること。 
  ※デジタル撮影の場合は，直接撮影の欄に記入すること。 
※ それぞれの欄において，補助金対象者である「新入生」または「６５歳以上

の者」の数を太枠内に記入すること。 
※ 合計（(1)＋(2)+(3)+(4)）の受診人員は，別記様式第１２号の実施（予定） 

 人員と一致すること。 

 
（２）支出予定金額内訳書（様式第１２号）：記入例２８ページ参照 

① 二重線より下３行・・・様式第１１号の（Ｄ）欄と一致すること。 

○ 実施（予定）人員は，様式第９号の合計（(1)＋(2)+(3)+(4)）欄の受診（予定

）人員と一致すること。 

○ 算定基準による算定額：実施（予定）人員に補助単価を乗じて得た額を記入し 

，様式第１１号の（Ｄ）欄と一致すること。 

② 二重線より上の欄・・・様式第１１号の（Ａ）欄と一致すること。 

○ 結核予防費の健康診断に要する経費のうち，補助対象となるすべての経費を科 

目別に記入する。（通常は，「委託料」のみ。） 

 

（１）事業計画書（様式第９号） 
（２）支出予定金額内訳書（様式第１２号） 
（３）補助金所要額明細書（様式第１１号） 
（４）収支予算書（様式第１０号） 
（５）補助事業等 変更・中止・廃止申請書（様式第３号） 
（６）受診者の入学年月日が分かる書類（一覧表等） 



４ 

（３）補助金所要額明細書（様式第１１号）：記入例２３ページ参照 
○ （Ａ）欄：様式第１２号の科目別の支出予定金額の合計と一致すること。 
○ （Ｂ）欄：寄付金その他の収入の額を記入すること。 
○ （Ｃ）欄：（Ａ）－（Ｂ） 
○ （Ｄ）欄：様式第１２号の算定基準による算定額と一致すること。 
○ （Ｅ）欄：（Ｃ）と（Ｄ）のいずれか少ない額を記入すること。 
○ （Ｆ）欄：（Ｅ）に３分の２を乗じて得た額（１円未満は，切り捨て。） 
○ （Ｇ）～（Ｉ）欄：斜線を引く。 

 
（４） 収支予算書（様式第１０号）：記入例１８ページ参照 

① 収入欄：合計欄は，支出額の合計額と一致すること。 
○ 市補助金欄（予算額）：様式第１１号の（Ｆ）欄の額と一致すること。 
※ 前年度予算額は，前年度の交付申請（変更申請した場合は，変更申請）時の 
 額を記入すること 

○ 学校負担金額：支出額の合計額から市補助金額を除して得た額を記入すること。 
○ 比較増減欄：本年度予算額から前年度予算額を差し引いた額を入力すること。 
※ 差額がマイナスの場合は，「△」で表記すること。 

 
② 支出欄：合計欄は，収入額の合計額と一致すること。 

○ 予算額：様式第１２号の科目別経費を転記すること。 
※ 前年度予算額は，前年度の交付申請（変更申請した場合は，変更申請）時の 
 額を記入すること 

○ 比較増減欄：本年度予算額から前年度予算額を差し引いた額を入力すること。 
※ 差額がマイナスの場合は，「△」で表記すること。 

 
  ③ 日 付：様式第３号と一致すること。 
 
（５） 補助事業等変更・中止・廃止申請書（様式第３号）：記入例１０ページ参照 

○ 日付は，様式第１０号と一致すること。 
○ 指令年月日：補助金等交付決定通知書（様式第２号）の日付を転記すること。 
○ 指令番号：補助金等交付決定通知書（様式第２号）の指令番号を転記すること。 
○ 変更の理由：「実施方法の変更」「受診者数の増加」等，補助金申請額の変更に 

至った理由を記入すること。 
   ○ 中止の理由：補助事業を中止する理由を記入すること。 
   ○ 廃止の理由：補助事業を廃止する理由を記入すること。 

○ 変更前：当初の補助金等交付決定額を記入すること（変更申請のみ記入）。 
○ 変更後：様式第１１号の（Ｆ）欄の額を転記すること（変更申請のみ記入）。 
○ 変更・中止・廃止年月日：申請書の日付（右上）と一致すること。 
○ 補助事業者は，当初の交付申請時と同一とすること。 

 
（６） 受診者の入学年月日の分かる資料 

○ 補助対象となる受診（予定）者の入学年月日が分かる資料（一覧表等）を各学 

校・施設で用意すること。 



５ 

３ 実績報告（※健診完了後速やかに申請すること。） 

 

○ 資料の作成  

≪作成資料≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１） 事業実施明細書（様式第９号準用）：記入例１４から１６ページ参照 

○ 次の記入は「事業計画書」の項目名となるので，表記を削除すること。 

様式名称「事業計画書（事業実施明細書）」の「事業計画書」，「受診（予定）人 

員」の「予定」，「実施（予定）」期間」の「予定」 

 
（２） 支出金額内訳書（様式第１２号準用）：記入例２９から３１ページ参照 

○ 次の記入は「支出予定金額内訳書」の項目名となるので，表記を削除すること。 

様式名称「支出予定金額（支出金額）内訳書」の「支出予定金額」，「支出予定

金額（支出金額）」の「支出予定金額」，「実施（予定）人員」の「予定」 

 
（３） 補助金所要額明細書（様式第１１号）：記入例２４から２６ページ参照 

 

○ 次の表記を削除すること。 

     「（Ａ）支出予定（精算）額」の「支出予定」，「（Ｂ）収入（予定）額」の「（予 

定）」 

○ （Ａ）欄：様式第１２号の科目別の支出金額と一致すること。 

○ （Ｂ）欄：寄付金その他の収入の額を記入すること。 

○ （Ｃ）欄：（Ａ）－（Ｂ） 

○ （Ｄ）欄：様式第１２号の算定基準による算定額と一致すること。 

○ （Ｅ）欄：（Ｃ）と（Ｄ）のいずれか少ない額を記入すること。 

○ （Ｆ）欄：（Ｅ）に３分の２を乗じて得た額（１円未満は，切り捨て。） 

○ （Ｇ）欄：交付決定通知額（変更申請を行った場合は変更交付決定通知額）を 
記入すること。 

○ （Ｈ）欄：０を記入すること。 
○ （Ｉ）欄：（Ｆ）欄の額を転記すること。 

 
 
 
 
 

（１） 事業実施明細書（様式第９号準用） 
（２） 支出金額内訳書（様式第１２号準用） 
（３） 補助金所要額明細書（様式第１１号） 
（４） 収支決算書（様式第１０号準用） 
（５） 結核予防費補助事業実績報告書（様式第１３号） 
（６） 補助金額を証明する書類（委託健診機関からの請求書及び領収書など） 
（７） 受診者の入学年月日が分かる書類（一覧表等） 

※補助人員に変更があり，かつ軽微な変更に該当する場合のみ 

※ 軽微な変更 

 当初申請額に対して１０％以下又は１万円以下の減額。 
 変更申請は行わずに実績報告をもって補助金額を確定する。 



６ 

（４） 収支決算書（様式第１０号準用）：記入例１９から２１ページ参照 
○ 次の記入は「収支予算書」の項目名となるので，表記を削除すること。 

様式名称「収支予算（決算）書」の「予算」，（収入），（支出）共に「本年度予

算額（予算現額）」の「本年度予算額」，「前年度予算額（収入済額）」及び「前年

度予算額（支出済額）」の「前年度予算額」，「比較増減（差引過不足額）」の「比

較増減」 

    ○ 収入済額について，市補助金は０，学校負担金額は予算現額と同額とすること。 

    ○ 支出済額について，予算現額と同額とすること。 

 
以上は，上述の「１ 補助金等交付申請」（又は，「２ 変更・中止・廃止申請」に

準じて作成すること。 
 
（５） 結核予防費補助事業実績報告書（様式第１３号）：記入例３２から３４ページ参照 

○ 日付は，様式第１０号と一致すること。 
○ 本文：補助金等交付決定通知書（様式第２号。変更申請をした場合は，補助金 

等変更交付決定通知書（様式第４号））の日付及び指令番号を転記するこ 
と。 

○ 補助事業等の施行場所：学校（施設）名 
○ 補助金等の名称：当該年度を記入すること。 
○ 着手年月日：健診開始日 
○ 完了年月日：健診終了日 
○ 経過及び内容：「受診者数変更の上，完了」等，経過及び内容を記入すること。 
 

（６） 補助金額を証明する書類（委託健診機関からの請求書及び領収書など） 
○ 補助対象人員が明確となるようにすること（学校全体の受診者数による請求書 
の場合は，「うち，補助対象人員○○名。理事長○○」と記入すること）。 

 
（７） 受診者の入学年月日が分かる書類（一覧表等） 

○ 当初申請時から，受診者数の減少があるが，軽微な変更に該当するため変更申 
請を行っていない場合は添付すること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



７ 

４ 補助金等交付請求 
 

○ 資料の作成  

≪添付資料≫ 
 
 
 

 
 
（１） 補助金等交付請求書（様式第６号）：記入例１１ページ参照 

○ 指令年月日及び指令番号：補助金等確定通知書（様式第５号）の指令年月日及 
び指令番号を転記すること。 

○ 交付確定（決定）額：補助金等確定通知書（様式第５号）の「①交付確定額」 
の額を転記すること。 

○ 既交付額：「０円」とすること。 
○ 今回交付請求額：＝交付確定（決定）額とすること。 
○ 未交付額：「０円」とすること。 

 
 

５ 注意事項 

 
（１） 補助事業者情報の変更について 

   ○ 前回の補助金支払い時から，補助事業者情報（法人名，法人代表者名，口座情 
報等）に変更があった場合，変更事由の発生日付で変更内容を届け出ること（様 
式不問）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（１） 補助金等交付請求書（様式第６号） 
（２） 補助金等確定通知書の写し 



８ 

６ 申請の方法 

○ 申請の流れ  

 
原則，宇都宮市電子申請共通システム（オンライン申請）での申請をお願いします。なお，

電子申請での対応が難しい場合は，窓口または，郵送にて申請書類の提出をお願いします。 
 
（１） オンライン申請の場合 

① アカウントの登録方法 
○ 宇都宮市ホームページ「結核予防費補助事業」内の「利用者登録の方法はこち 

    らをご覧ください。」を参照すること 

※ 一度登録いただければ，再度の登録は不要です。 

 
② ログイン 

○ 上記①にて登録した利用者 ID（メールアドレス）およびパスワードを入力し，

ログインする。 
 
③ 申請 

○ 申請項目から，対象の申請を選択し，「次に進む」をクリックする。 
○ 必要事項を入力し，作成した添付資料を Word または，PDF にて添付する。 

   ○ 入力内容を確認いただき，「申請する」をクリック 
 
（２） 書面での申請 

   ○ 作成した資料を，下記提出先へ窓口または郵送にて提出    
 

  提出先 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
〒 ３２１－０９７４ 
栃木県宇都宮市竹林町９７２番地 
宇都宮市保健所保健予防課感染症予防グループ  
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様式第１号 

補助金等交付申請書 

令和○年○○月○○日 

 

(あて先) 宇 都 宮 市 長 

 

  住所又は所在地   宇都宮市○○町○○番○○号 

  名称        ○○法人○○ 

 

  氏名又は代表者名  理事長 ○○ ○○ 

 

宇都宮市補助金等交付規則第３条の規定により次のとおり申請します。 

 

補助年度 令和○年度 補助金等の名称 結核予防費補助金 

補助事業等の名称 結核予防費補助事業 

 

補 助 金 額 ６０，０００円 

補助事業等の着手 

年月日及び完了 

年月日（予定） 

着手   令和○○年○○月○○日 

完了   令和○○年○○月○○日 

添 付 書 類 

 

(1) 事業計画書（別記様式第９号） 

(2) 収支予算書（別記様式第１０号） 

(3) 補助金所要額明細書（別記様式第１１号） 

(4) 支出予定額内訳書（別記様式第１２号） 

(5) その他受診予定者の入学年月日が分かる書類 

 

支払金融機関名 ○○銀行 ○○支店 

預金口座名義 ○○法人○○ 理事長 ○○ ○○ 

口座種別・番号 普通 ・ 当座   ○○○○○○○ 

請求者電話番号 ○○○－○○○－○○○○ 

 

申請日は，着手日の

以前であること。 

法人名を必ず記入

すること。 

※ 押印不要 

申請者と同一であ

ること。異なる場合

は，別途，委任状を

要する。 

法人のある住所を

記入すること。 
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１０ 

様式第３号 

補助事業等 変更・中止・廃止申請書 

 

令和○年○○月○○日 

 

（あて先）宇 都 宮 市 長 

 

補助事業者  住所又は所在地  宇都宮市○○町○○番○○号 

名称       ○○法人○○ 

 

氏名又は代表者名 理事長 ○○ ○○ 

 

宇都宮市補助金交付規則第３条の規定により，次のとおり申請します。 

 

指令年月日 令和○年○○月○○  指 令 番 号 宇都宮市指令保予第○○－○号 

補 助 年 度 令和○年度  補助金等の名称 結核予防費補助金 

補助事業等の名称 結核予防費補助事業 

変更・中止・廃止の 

理 由 

撮影方法の変更および受診者数の減少による減額のため 

撮影方法：直接撮影から間接撮影に変更 
受診者数：２００名から１９０名に減員 

（変更の場合は， 

 そ の 内 容 ） 

＜変更前＞ 

申請額 ６０，０００円 

＜変更後＞ 

申請額 ４０，０００円（△ ２０，０００円） 

変更・中止・廃止 

年 月 日 
令和○○年○○月○○日 

添 付 書 類 

(1) 事業計画書（別記様式第９号） 

(2) 収支予算書（別記様式第１０号） 

(3) 補助金所要額明細書（別記様式第１１号） 

(4) 支出予定額内訳書（別記様式第１２号） 

(5) その他受診者の入学年月日が分かる書類 

 

法人名を必ず記入

すること。 

※ 押印不要 

法人のある住所

を記入すること。 

変更申請日と同日

とすること。 

市より交付する「補助

金等交付決定通知書

（様式第２号）」の指令

年月日・指令番号を記

入すること。 

１０％以上又は１万円を超

える減額した場合，又は増額

の場合のみ申請 



 記入 例  

１１ 

様式第６号 

補助金等交付請求書 

令和○○年○○月○○日 

(あて先) 宇 都 宮 市 長 

 

補助事業者 住所又は所在地  宇都宮市○○町○○番○○号 

名称       ○○法人○○ 

 

氏名又は代表者名 理事長 ○○ ○○  

 

宇都宮市補助金等交付規則第１５条の規定により，次のとおり請求します。 

 

指令年月日 令和○年○○月○○日 指 令 番 号 宇都宮市指令保予第○○－○号 

補 助 年 度 令和○年度 補助金等の名称 結核予防費補助金 

補助事業等の名称 結核予防費補助事業 

交付確定(決定)額 

 

６０，０００ 円 

既 交 付 額 

年  月  日交付          円 

年  月  日交付          円 

年  月  日交付          円 

計             ０ 円 

今 回 交 付 請 求 額 ６０，０００ 円 

未 交 付 額 ０ 円 

添 付 書 類 
(1) 補助金等確定通知書の写し 

(2) その他市長が必要と認める書類 

 

 

法人名を必ず記入

すること。 

※ 押印不要 

法人のある住所

を記入すること。 

市より交付する「補助金等確定通

知書（様式第５号）」の指令年月

日・指令番号を記入すること。 
法人のある住所

を記入すること。 



 記入 例  

12 

様式第９号 

事 業 計 画 書 （ 事 業 実 施 明 細 書 ） 

区  分 

受診 

（対象） 

人員 

受診 

(予定) 

人員 

受診率 

健 康 診 断 
実施（予定）期間 

（被発見者数） 

直接撮影 間接撮影 ○○月○○日から○○月○○日まで 

※ 

○○事業団 

※ 

 
結核患者 

発病の恐れ 

がある者 

学

校

長 

高校生 ２００ ２００ １００％ ２００    

 うち新入生（１） ２００ ２００ １００％ ２００    

大学・短大生        

 うち新入生（２）        

専門・専修学校生        

 うち新入生（３）        

 計(1)+(2)+(3) ２００ ２００ １００％ ２００    

施
設
の
長 

社会福祉施設        

 うち65歳以上の者（４）        

合計(1)+(2)+(3)+(4) ２００ ２００ １００％ ２００    

（注）１ 健康診断※印欄には検診実施機関名を記入すること。 

   ２ 補助対象者は，学校長実施分については新入生，施設長実施分については６５歳以上の者 

   ３ 合計（(1)＋(2)+(3)+(4)）の受診（予定）人員は，別記様式第１２号の実施（予定）人員と一致すること。 

交付申請時 
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様式第９号 

事 業 計 画 書 （ 事 業 実 施 明 細 書 ） 

区  分 

受診 

（対象） 

人員 

受診 

(予定) 

人員 

受診率 

健 康 診 断 
実施（予定）期間 

（被発見者数） 

直接撮影 間接撮影 ○○月○○日から○○月○○日まで 

※ 

 

※ 

○○事業団 
結核患者 

発病の恐れ 

がある者 

学

校

長 

高校生 ２００ １９０ ９５％  １９０   

 うち新入生（１） ２００ １９０ ９５％  １９０   

大学・短大生        

 うち新入生（２）        

専門・専修学校生        

 うち新入生（３）        

 計(1)+(2)+(3) ２００ １９０ ９５％  １９０   

施
設
の
長 

社会福祉施設        

 うち65歳以上の者（４）        

合計(1)+(2)+(3)+(4) ２００ １９０ ９５％  １９０   

（注）１ 健康診断※印欄には検診実施機関名を記入すること。 

   ２ 補助対象者は，学校長実施分については新入生，施設長実施分については６５歳以上の者 

   ３ 合計（(1)＋(2)+(3)+(4)）の受診（予定）人員は，別記様式第１２号の実施（予定）人員と一致すること。 

 

変更申請時 
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様式第９号 

事 業 計 画 書 （ 事 業 実 施 明 細 書 ） 

区  分 

受診 

（対象） 

人員 

受診 

(予定) 

人員 

受診率 

健 康 診 断 
実施（予定）期間 

（被発見者数） 

直接撮影 間接撮影 ○○月○○日から○○月○○日まで 

※ 

○○事業団 

※ 

 
結核患者 

発病の恐れ 

がある者 

学

校

長 

高校生 ２００ ２００ １００％ ２００    

 うち新入生（１） ２００ ２００ １００％ ２００    

大学・短大生        

 うち新入生（２）        

専門・専修学校生        

 うち新入生（３）        

 計(1)+(2)+(3) ２００ ２００ １００％ ２００    

施
設
の
長 

社会福祉施設        

 うち65歳以上の者（４）        

合計(1)+(2)+(3)+(4) ２００ ２００ １００％ ２００    

（注）１ 健康診断※印欄には検診実施機関名を記入すること。 

   ２ 補助対象者は，学校長実施分については新入生，施設長実施分については６５歳以上の者 

   ３ 合計（(1)＋(2)+(3)+(4)）の受診（予定）人員は，別記様式第１２号の実施（予定）人員と一致すること。 

実績報告時 
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様式第９号 

事 業 計 画 書 （ 事 業 実 施 明 細 書 ） 

区  分 

受診 

（対象） 

人員 

受診 

(予定) 

人員 

受診率 

健 康 診 断 
実施（予定）期間 

（被発見者数） 

直接撮影 間接撮影 ○○月○○日から○○月○○日まで 

※ 

 

※ 

○○事業団 
結核患者 

発病の恐れ 

がある者 

学

校

長 

高校生 ２００ １９０ ９５％  １９０   

 うち新入生（１） ２００ １９０ ９５％  １９０   

大学・短大生        

 うち新入生（２）        

専門・専修学校生        

 うち新入生（３）        

 計(1)+(2)+(3) ２００ １９０ ９５％  １９０   

施
設
の
長 

社会福祉施設        

 うち65歳以上の者（４）        

合計(1)+(2)+(3)+(4) ２００ １９０ ９５％  １９０   

（注）１ 健康診断※印欄には検診実施機関名を記入すること。 

   ２ 補助対象者は，学校長実施分については新入生，施設長実施分については６５歳以上の者 

   ３ 合計（(1)＋(2)+(3)+(4)）の受診（予定）人員は，別記様式第１２号の実施（予定）人員と一致すること。 

実績報告時（変更申請あり） 
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様式第９号 

事 業 計 画 書 （ 事 業 実 施 明 細 書 ） 

区  分 

受診 

（対象） 

人員 

受診 

(予定) 

人員 

受診率 

健 康 診 断 
実施（予定）期間 

（被発見者数） 

直接撮影 間接撮影 ○○月○○日から○○月○○日まで 

※ 

○○事業団 

※ 

 
結核患者 

発病の恐れ 

がある者 

学

校

長 

高校生 ２００ １９０ ９５％ １９０    

 うち新入生（１） ２００ １９０ ９５％ １９０    

大学・短大生        

 うち新入生（２）        

専門・専修学校生        

 うち新入生（３）        

 計(1)+(2)+(3) ２００ １９０ ９５％ １９０    

施
設
の
長 

社会福祉施設        

 うち65歳以上の者（４）        

合計(1)+(2)+(3)+(4) ２００ １９０ ９５％ １９０    

（注）１ 健康診断※印欄には検診実施機関名を記入すること。 

   ２ 補助対象者は，学校長実施分については新入生，施設長実施分については６５歳以上の者 

   ３ 合計（(1)＋(2)+(3)+(4)）の受診（予定）人員は，別記様式第１２号の実施（予定）人員と一致すること。 

実績報告時（軽微な変更） 
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様式第１０号 

収 支 予 算 （ 決 算 ） 書 

（収 入） 

科目 
本年度予算額 

（予算現額） 

前年度予算額 

（収入済額） 

比較増減 

（差引過不足額） 
備 考 

市 補 助 金 ６０，０００ ８０，０００ △２０，０００  

学 校 負 担 金 額 ３０，０００ ４０，０００ △１０，０００  

     

     

合計 ９０，０００ １２０，０００ △３０，０００  

 

（支 出） 

科目 
本年度予算額 

（予算現額） 

前年度予算額 

（支出済額） 

比較増減 

（差引過不足額） 
備 考 

委 託 料 ９０，０００ １２０，０００ △３０，０００  

     

     

合計 ９０，０００ １２０，０００ △３０，０００  

 

（注） 備考欄には，収入又は支出額の内訳を詳細に記入すること。 

 

 

上記は抄本である 

 

令和○○年○○月○○日 

 

申請人 ○○法人○○        

     

 

理事長 ○○ ○○     

 

法人名を必ず記入

すること。 

交付申請時 
（前年度に）変更申請

した際は，変更後の予

算を記入すること。 

（前年度に）変更申請

した際は，変更後の予

算を記入すること。 

申請日と同日とす

ること。 
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様式第１０号 

収 支 予 算 （ 決 算 ） 書 

（収 入） 

科目 
本年度予算額 

（予算現額） 

前年度予算額 

（収入済額） 

比較増減 

（差引過不足額） 
備 考 

市 補 助 金 ４０，０００ ８０，０００ △４０，０００  

学 校 負 担 金 額 ２０，０００ ４０，０００ △２０，０００  

     

     

合計 ６０，０００ １２０，０００ △６０，０００  

 

（支 出） 

科目 
本年度予算額 

（予算現額） 

前年度予算額 

（支出済額） 

比較増減 

（差引過不足額） 
備 考 

委 託 料 ６０，０００ １２０，０００ △６０，０００  

     

     

合計 ６０，０００ １２０，０００ △６０，０００  

 

（注） 備考欄には，収入又は支出額の内訳を詳細に記入すること。 

 

 

上記は抄本である 

 

令和○○年○○月○○日 

 

申請人 ○○法人○○        

     

 

理事長 ○○ ○○     

 

法人名を必ず記入

すること。 

変更申請時 
（前年度に）変更申請

した際は，変更後の予

算を記入すること。 

（前年度に）変更申請

した際は，変更後の予

算を記入すること。 

申請日と同日とす

ること。 
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様式第１０号 

収 支 予 算 （ 決 算 ） 書 

（収 入） 

科目 
本年度予算額 

（予算現額） 

前年度予算額 

（収入済額） 

比較増減 

（差引過不足額） 
備 考 

市 補 助 金 ６０，０００ ０ ６０，０００  

学 校 負 担 金 額 ３０，０００ ３０，０００ ０  

     

     

合計 ９０，０００ ３０，０００ ６０，０００  

 

（支 出） 

科目 
本年度予算額 

（予算現額） 

前年度予算額 

（支出済額） 

比較増減 

（差引過不足額） 
備 考 

委 託 料 ９０，０００ ９０，０００ ０  

     

     

合計 ９０，０００ ９０，０００ ０  

 

（注） 備考欄には，収入又は支出額の内訳を詳細に記入すること。 

 

 

上記は抄本である 

 

令和○○年○○月○○日 

 

申請人 ○○法人○○       

   

 

理事長 ○○ ○○    

 

法人名を必ず記入

すること。 

実績報告時 

申請日と同日とす

ること。 
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様式第１０号 

収 支 予 算 （ 決 算 ） 書 

（収 入） 

科目 
本年度予算額 

（予算現額） 

前年度予算額 

（収入済額） 

比較増減 

（差引過不足額） 
備 考 

市 補 助 金 ４０，０００ ０ ４０，０００  

学 校 負 担 金 額 ２０，０００ ２０，０００ ０  

     

     

合計 ６０，０００ ２０，０００ ４０，０００  

 

（支 出） 

科目 
本年度予算額 

（予算現額） 

前年度予算額 

（支出済額） 

比較増減 

（差引過不足額） 
備 考 

委 託 料 ６０，０００ ６０，０００ ０  

     

     

合計 ６０，０００ ６０，０００ ０  

 

（注） 備考欄には，収入又は支出額の内訳を詳細に記入すること。 

 

 

上記は抄本である 

 

令和○○年○○月○○日 

 

申請人 ○○法人○○       

   

 

理事長 ○○ ○○    

 

法人名を必ず記入

すること。 

実績報告時（変更申請あり） 

申請日と同日とす

ること。 
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様式第１０号 

収 支 予 算 （ 決 算 ） 書 

（収 入） 

科目 
本年度予算額 

（予算現額） 

前年度予算額 

（収入済額） 

比較増減 

（差引過不足額） 
備 考 

市 補 助 金 ５６，０００ ０ ５６，０００  

学 校 負 担 金 額 ２８，０００ ２８，０００ ０  

     

     

合計 ８４，０００ ２８，０００ ５６，０００  

 

（支 出） 

科目 
本年度予算額 

（予算現額） 

前年度予算額 

（支出済額） 

比較増減 

（差引過不足額） 
備 考 

委 託 料 ８４，０００ ８４，０００ ０  

     

     

合計 ８４，０００ ８４，０００ ０  

 

（注） 備考欄には，収入又は支出額の内訳を詳細に記入すること。 

 

 

上記は抄本である 

 

令和○○年○○月○○日 

 

申請人 ○○法人○○       

   

 

理事長 ○○ ○○    

法人名を必ず記入

すること。 

実績報告時（軽微な変更） 

申請日と同日とす

ること。 
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様式１１号 

補 助 金 所 要 額 明 細 書 

（単位：円） 

区 分 

（Ａ） 

 

支出予定

（精算）額 

（Ｂ） 

 

収 入 

（予定）額 

（Ｃ） 

 

差引額 

 

(A)-(B) 

（Ｄ） 

 

算定基準

による 

算定額 

（Ｅ） 

 

補 助 

基本額 

(C)又は(D) 

（Ｆ） 

 

補助金 

所要額 

(E)×2/3 

（Ｇ） 

 

補助金 

交付 

決定額 

（Ｈ） 

 

補助金 

受入額 

 

（Ｉ） 

差引過

（△） 

不足額 

(F)-(H) 

備 考 

結 核 予 防 費 90,000 0 90,000 353,400 90,000 60,000     

健 康 診 断 費 90,000 0 90,000 353,400 90,000 60,000     

 直接撮影費 90,000 0 90,000 353,400 90,000 60,000     

 間接撮影費 0 0 0 0 0 0     

（注）補助金交付申請の場合は，（Ｇ）（Ｈ）（Ｉ）欄は不要であること。 

 

 

 

 

 

交付申請時 
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様式１１号 

補 助 金 所 要 額 明 細 書 

（単位：円） 

区 分 

（Ａ） 

 

支出予定

（精算）額 

（Ｂ） 

 

収 入 

（予定）額 

（Ｃ） 

 

差引額 

 

(A)-(B) 

（Ｄ） 

 

算定基準

による 

算定額 

（Ｅ） 

 

補 助 

基本額 

(C)又は(D) 

（Ｆ） 

 

補助金 

所要額 

(E)×2/3 

（Ｇ） 

 

補助金 

交付 

決定額 

（Ｈ） 

 

補助金 

受入額 

 

（Ｉ） 

差引過

（△） 

不足額 

(F)-(H) 

備 考 

結 核 予 防 費 60,000 0 60,000 96,140 60,000 40,000     

健 康 診 断 費 60,000 0 60,000 96,140 60,000 40,000     

 直接撮影費 0 0 0 0 0 0     

 間接撮影費 60,000 0 60,000 96,140 60,000 40,000     

（注）補助金交付申請の場合は，（Ｇ）（Ｈ）（Ｉ）欄は不要であること。 

 

 

 

 

 

変更申請時 
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様式１１号 

補 助 金 所 要 額 明 細 書 

（単位：円） 

区 分 

（Ａ） 

 

支出予定

（精算）額 

（Ｂ） 

 

収 入 

（予定）額 

（Ｃ） 

 

差引額 

 

(A)-(B) 

（Ｄ） 

 

算定基準

による 

算定額 

（Ｅ） 

 

補 助 

基本額 

(C)又は(D) 

（Ｆ） 

 

補助金 

所要額 

(E)×2/3 

（Ｇ） 

 

補助金 

交付 

決定額 

（Ｈ） 

 

補助金 

受入額 

 

（Ｉ） 

差引過

（△） 

不足額 

(F)-(H) 

備 考 

結 核 予 防 費 90,000 0 90,000 353,400 90,000 60,000 60,000 0 60,000  

健 康 診 断 費 90,000 0 90,000 353,400 90,000 60,000 60,000 0 60,000  

 直接撮影費 90,000 0 90,000 353,400 90,000 60,000 60,000 0 60,000  

 間接撮影費 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

（注）補助金交付申請の場合は，（Ｇ）（Ｈ）（Ｉ）欄は不要であること。 

 

 

 

 

 

実績報告時 

（Ｇ）欄には，当初申請時の

交付決定額を記入すること。 
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様式１１号 

補 助 金 所 要 額 明 細 書 

（単位：円） 

区 分 

（Ａ） 

 

支出予定

（精算）額 

（Ｂ） 

 

収 入 

（予定）額 

（Ｃ） 

 

差引額 

 

(A)-(B) 

（Ｄ） 

 

算定基準

による 

算定額 

（Ｅ） 

 

補 助 

基本額 

(C)又は(D) 

（Ｆ） 

 

補助金 

所要額 

(E)×2/3 

（Ｇ） 

 

補助金 

交付 

決定額 

（Ｈ） 

 

補助金 

受入額 

 

（Ｉ） 

差引過

（△） 

不足額 

(F)-(H) 

備 考 

結 核 予 防 費 60,000 0 60,000 96,140 60,000 40,000 40,000 0 40,000  

健 康 診 断 費 60,000 0 60,000 96,140 60,000 40,000 40,000 0 40,000  

 直接撮影費 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

 間接撮影費 60,000 0 60,000 96,140 60,000 40,000 40,000 0 40,000  

（注）補助金交付申請の場合は，（Ｇ）（Ｈ）（Ｉ）欄は不要であること。 

 

 

 

実績報告時（変更申請あり） 

（Ｇ）欄には，変更申請時の

交付決定額を記入すること。 
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様式１１号 

補 助 金 所 要 額 明 細 書 

（単位：円） 

区 分 

（Ａ） 

 

支出予定

（精算）額 

（Ｂ） 

 

収 入 

（予定）額 

（Ｃ） 

 

差引額 

 

(A)-(B) 

（Ｄ） 

 

算定基準

による 

算定額 

（Ｅ） 

 

補 助 

基本額 

(C)又は(D) 

（Ｆ） 

 

補助金 

所要額 

(E)×2/3 

（Ｇ） 

 

補助金 

交付 

決定額 

（Ｈ） 

 

補助金 

受入額 

 

（Ｉ） 

差引過

（△） 

不足額 

(F)-(H) 

備 考 

結 核 予 防 費 84,000 0 84,000 335,730 84,000 56,000 60,000 0 56,000  

健 康 診 断 費 84,000 0 84,000 335,730 84,000 56,000 60,000 0 56,000  

 直接撮影費 84,000 0 84,000 335,730 84,000 56,000 60,000 0 56,000  

 間接撮影費 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

（注）補助金交付申請の場合は，（Ｇ）（Ｈ）（Ｉ）欄は不要であること。 

 

実績報告時（軽微な変更） 

（Ｇ）欄には，当初申請時の

交付決定額を記入すること。 
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様式第１２号 

支出予定金額（支出金額）内訳書 

科  目 

（節・未節） 

支出予定金額 

（支出金額） 

健 康 診 断 費 

直接撮影 間接撮影 

※ 

○○事業団 

※ 

 

報 酬 円 円 円 

職 員 手 当    

賃 金    

報 償 費    

旅 費    

需 用 費    

消耗品費    

燃料費    

食糧費    

印刷製本費    

光熱水費    

医薬材料費    

役 務 費    

通信運搬費    

手数料    

賠償責任保険料    

委 託 料 ９０，０００ ９０，０００  

使用料及び賃借料    

工 事 請 負 費    

備 品 購 入 費    

公 課 費    

合 計 ９０，０００ ９０，０００  

実施（予定）人員 ２００  

補助単価 １，７６７ ５０６ 

算定基準による算定額 
（人員×補助単価） 

３５３，４００  

（注）１ 支出科目は，節毎に記入すること。 

   ２ 健康診断費の※印欄には，実施機関名を記入すること。 

   ３ 実施（予定）人員は，様式第９号の合計欄の受診人員と一致すること。 

   ４ 補助単価は，市の示す単価であること。 

交付申請時 
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様式第１２号 

支出予定金額（支出金額）内訳書 

科  目 

（節・未節） 

支出予定金額 

（支出金額） 

健 康 診 断 費 

直接撮影 間接撮影 

※ 

 

※ 

○○事業団 

報 酬 円 円 円 

職 員 手 当    

賃 金    

報 償 費    

旅 費    

需 用 費    

消耗品費    

燃料費    

食糧費    

印刷製本費    

光熱水費    

医薬材料費    

役 務 費    

通信運搬費    

手数料    

賠償責任保険料    

委 託 料 ６０，０００  ６０，０００ 

使用料及び賃借料    

工 事 請 負 費    

備 品 購 入 費    

公 課 費    

合 計 ６０，０００  ６０，０００ 

実施（予定）人員  １９０ 

補助単価 １，７６７ ５０６ 

算定基準による算定額 
（人員×補助単価） 

 ９６，１４０ 

（注）１ 支出科目は，節毎に記入すること。 

   ２ 健康診断費の※印欄には，実施機関名を記入すること。 

   ３ 実施（予定）人員は，様式第９号の合計欄の受診人員と一致すること。 

   ４ 補助単価は，市の示す単価であること。 

変更申請時 
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様式第１２号 

支出予定金額（支出金額）内訳書 

科  目 

（節・未節） 

支出予定金額 

（支出金額） 

健 康 診 断 費 

直接撮影 間接撮影 

※ 

○○事業団 

※ 

 

報 酬 円 円 円 

職 員 手 当    

賃 金    

報 償 費    

旅 費    

需 用 費    

消耗品費    

燃料費    

食糧費    

印刷製本費    

光熱水費    

医薬材料費    

役 務 費    

通信運搬費    

手数料    

賠償責任保険料    

委 託 料 ９０，０００ ９０，０００  

使用料及び賃借料    

工 事 請 負 費    

備 品 購 入 費    

公 課 費    

合 計 ９０，０００ ９０，０００  

実施（予定）人員 ２００  

補助単価 １，７６７ ５０６ 

算定基準による算定額 
（人員×補助単価） 

３５３，４００  

（注）１ 支出科目は，節毎に記入すること。 

   ２ 健康診断費の※印欄には，実施機関名を記入すること。 

   ３ 実施（予定）人員は，様式第９号の合計欄の受診人員と一致すること。 

   ４ 補助単価は，市の示す単価であること。 

実績報告時 
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様式第１２号 

支出予定金額（支出金額）内訳書 

科  目 

（節・未節） 

支出予定金額 

（支出金額） 

健 康 診 断 費 

直接撮影 間接撮影 

※ 

 

※ 

○○事業団 

報 酬 円 円 円 

職 員 手 当    

賃 金    

報 償 費    

旅 費    

需 用 費    

消耗品費    

燃料費    

食糧費    

印刷製本費    

光熱水費    

医薬材料費    

役 務 費    

通信運搬費    

手数料    

賠償責任保険料    

委 託 料 ６０，０００  ６０，０００ 

使用料及び賃借料    

工 事 請 負 費    

備 品 購 入 費    

公 課 費    

合 計 ６０，０００  ６０，０００ 

実施（予定）人員  １９０ 

補助単価 １，７６７ ５０６ 

算定基準による算定額 
（人員×補助単価） 

 ９６，１４０ 

（注）１ 支出科目は，節毎に記入すること。 

   ２ 健康診断費の※印欄には，実施機関名を記入すること。 

   ３ 実施（予定）人員は，様式第９号の合計欄の受診人員と一致すること。 

   ４ 補助単価は，市の示す単価であること。 

実績報告時（変更申請あり） 
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様式第１２号 

支出予定金額（支出金額）内訳書 

科  目 

（節・未節） 

支出予定金額 

（支出金額） 

健 康 診 断 費 

直接撮影 間接撮影 

※ 

○○事業団 

※ 

 

報 酬 円 円 円 

職 員 手 当    

賃 金    

報 償 費    

旅 費    

需 用 費    

消耗品費    

燃料費    

食糧費    

印刷製本費    

光熱水費    

医薬材料費    

役 務 費    

通信運搬費    

手数料    

賠償責任保険料    

委 託 料 ８４，０００ ８４，０００  

使用料及び賃借料    

工 事 請 負 費    

備 品 購 入 費    

公 課 費    

合 計 ８４，０００ ８４，０００  

実施（予定）人員 １９０  

補助単価 １，７６７ ５０６ 

算定基準による算定額 
（人員×補助単価） 

３３５，７３０  

（注）１ 支出科目は，節毎に記入すること。 

   ２ 健康診断費の※印欄には，実施機関名を記入すること。 

   ３ 実施（予定）人員は，様式第９号の合計欄の受診人員と一致すること。 

   ４ 補助単価は，市の示す単価であること。 

実績報告時（軽微な変更） 
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様式第１３号 

 

結核予防費補助事業実績報告書 

 

令和○年○○月○○日 

 

（あて先）宇 都 宮 市 長 

 

補助事業者 住所又は所在地   ○○市○○町○○番○○号  

名称        ○○法人○○        

    

氏名又は代表者氏名 理事長 ○○ ○○    

 

令和○年○○月○○日宇都宮市指令保予第○○－○号で交付の決定の通知がありました

結核予防費補助事業が完了したので，宇都宮市補助金等交付規則第１２条の規定により報

告します。 

 

補助事業等の施行場所 ○○○○ 

補助金等の名称 令和○年度 結核予防費補助金 

補助金額 ６０，０００ 円 

着手年月日 令和○年○○月○○日 

完了年月日 令和○年○○月○○日 

経過及び内容 受診者数変更の上，完了 

添付書類 

(1) 事業実施明細書（別記様式第９号準用） 

(2) 収支決算書（別記様式第１０号準用） 

(3) 補助金所要額明細書（別記様式第１１号） 

(4) 支出額内訳書（別記様式第１２号準用） 

(5) その他，補助金額を証明する書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人名を必ず記入

すること。 

法人のある住所を

記入すること。 

領収書または 

請求書の写し 

法人のある住所を

記入すること。 

市より交付する「補助金等交付決定

通知書（様式第２号）」の指令年月

日及び番号を記入すること。 

対象の施設名・学校名等 
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様式第１３号 

 

結核予防費補助事業実績報告書 

 

令和○年○○月○○日 

 

（あて先）宇 都 宮 市 長 

 

補助事業者 住所又は所在地   ○○市○○町○○番○○号  

名称        ○○法人○○        

    

氏名又は代表者氏名 理事長 ○○ ○○     

 

令和○年○○月○○日宇都宮市指令保予第○○－○号で交付の決定の通知がありました

結核予防費補助事業が完了したので，宇都宮市補助金等交付規則第１２条の規定により報

告します。 

 

補助事業等の施行場所 ○○○○ 

補助金等の名称 令和○年度 結核予防費補助金 

補助金額 ４０，０００ 円 

着手年月日 令和○年○○月○○日 

完了年月日 令和○年○○月○○日 

経過及び内容 受診者数変更の上，完了 

添付書類 

(6) 事業実施明細書（別記様式第９号準用） 

(7) 収支決算書（別記様式第１０号準用） 

(8) 補助金所要額明細書（別記様式第１１号） 

(9) 支出額内訳書（別記様式第１２号準用） 

(10) その他，補助金額を証明する書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人名を必ず記入

すること。 

法人のある住所を

記入すること。 

領収書または 

請求書の写し 

法人のある住所を

記入すること。 

市より交付する「補助金等変更交付

決定通知書（様式第４号）」の指令

年月日及び番号を記入すること。 

変更申請あり 

対象の施設名・学校名等 
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様式第１３号 

 

結核予防費補助事業実績報告書 

 

令和○年○○月○○日 

 

（あて先）宇 都 宮 市 長 

 

補助事業者 住所又は所在地   ○○市○○町○○番○○号  

名称        ○○法人○○        

    

氏名又は代表者氏名 理事長 ○○ ○○     

 

令和○年○○月○○日宇都宮市指令保予第○○－○号で交付の決定の通知がありました

結核予防費補助事業が完了したので，宇都宮市補助金等交付規則第１２条の規定により報

告します。 

 

補助事業等の施行場所 ○○○○ 

補助金等の名称 令和○年度 結核予防費補助金 

補助金額 ５６，０００ 円 

着手年月日 令和○年○○月○○日 

完了年月日 令和○年○○月○○日 

経過及び内容 受診者数変更の上，完了 

添付書類 

(11) 事業実施明細書（別記様式第９号準用） 

(12) 収支決算書（別記様式第１０号準用） 

(13) 補助金所要額明細書（別記様式第１１号） 

(14) 支出額内訳書（別記様式第１２号準用） 

(15) その他，補助金額を証明する書類 

 

 

 

 

法人名を必ず記入

すること。 

法人のある住所を

記入すること。 

領収書または 

請求書の写し 

法人のある住所を

記入すること。 

市より交付する「補助金等交付決定

通知書（様式第２号）」の指令年月

日及び番号を記入すること。 

「軽微な変更」に該当するた
め変更申請はしていないが，
当初申請時から受診者数が
変更した場合，受診者の入学
年月日がわかる書類をあら
ためて添付すること。 

軽微な変更 

対象の施設名・学校名等 


